
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

平成 24 年 9 月 4 日 

船員保険部 
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1899 年（明治 32 年） 船員法の制定、商法に船員の保護規定が設けられる 

1920 年（大正 9 年） 逓信省（総務省）で海員保険制度の立案に着手（提出には至らず） 

1922 年（大正 11 年） 健康保険法成立（対象は工場法、鉱業法の適用事業所） 

1926 年（大正 15 年） 健康保険法施行 

1938 年（昭和 13 年） 船員法施行 

1939 年（昭和 14 年） 船員保険法成立（3 月 24 日）、公布（4 月 6 日） 

1940 年（昭和 15 年） 船員保険法施行（6 月 1 日） 

1947 年（昭和 22 年） 労働者災害補償保険法、失業保険法成立 

1985 年（昭和 60 年） 法改正 

1986 年（昭和 61 年） 
施行（基礎年金導入に伴う年金制度の一元化と同時に職務外年金部門を厚生

年金保険制度に統合） 

2007 年（平成 19 年） 法改正 

2010 年（平成 22 年） 

施行（船員保険制度の運営主体を国（社会保険庁）から全国健康保険協会に

移管、職務上疾病・年金部門を労働者災害補償保険制度に、失業部門を雇用

保険制度に統合） 

船員保険の沿革 
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船員保険制度

職務外年金部門
（年金保険）

職務外疾病部門
（医療保険）

職務上疾病・年金部門
（労災保険相当部分＋独自給付）

失業部門
（雇用保険相当部分）

職務外年金部門
厚生年金の第3種被保険者

（坑内夫と同じ扱い）として適用

厚生年金保険制度

昭和61年4月

船員保険制度

職務外疾病部門

独
自
給
付

職務上疾病・年金部門
労災保険相当部分を
労災保険制度に統合

労災保険制度

失業部門
雇用保険相当部分を雇用保険制度に統合

雇用保険制度

平成22年1月

船員保険制度の改正概要 
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①下船後の療養補償 

 乗船中に発生した職務外の事由による疾病又は負傷について、下船後３ヶ月間は 10 割給付（自己

負担なし）を行う。  

 ②行方不明手当金 

 職務上の事由により行方丌明になり、その期間が１ヵ月を超えた場合に行方丌明となった日の翌日

から３カ月を限度として支給（１日につき標準報酬日額相当）する。 

③傷病手当金  

 職務外の事由による療養のために仕事に就くことができない期間について、標準報酬日額の３分の

２相当額を支給する。健康保険との相違は次のとおり。 

 待機期間（３日間）なし  

 支給期間は３年を限度（健康保険は１年６月） 

 疾病任意継続被保険者に対しても一定の要件を満たせば給付  

④休業手当金・障害年金・障害手当金・遺族年金・遺族一時金 

 労災保険の給付を上回っている船員法の災害補償部分について、労災保険の給付の上乗せとして支

給する。 

 

 

 
 

船員保険の主な独自給付 

 

労災保険の休業補償給付等

船員保険の給付
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【休業手当金の例】
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船員保険被保険者の推移 
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船員保険被保険者の年齢構成 
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（単位：億円） 

 ２２年度決算額 ２３年度決算額 

収 

入 

保険料等交付金 ３５６ ３４４ 

任意継続保険料 １５ １４ 

国庫補助金等 ３２ ３６ 

職務上年金給付等交付金 ７８ ８０ 

その他 １ ２ 

準備金戻入 ５ ５ 

計 ４８７ ４８０ 

支 

出 

保険給付費 ２７６ ２７０ 

拠出金等 １１３ １０８ 

介護納付金 ３２ ３３ 

業務経費・一般管理費 ３５ ３３ 

その他 １ ２ 

予備費 － － 

準備金繰入 ２９ ３４ 

計 ４８７ ４８０ 

   〔24 年度保険料率〕 

疾病保険料率 9.80％（労使折半） 災害保健福祉保険料率 1.20％（船舶所有者負担） 介護保険料率 1.73％（労使折半） 

 

船員保険の収支状況 


